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 「憲法を守り暮らしに生かす住民自治に

よるまちづくり」を掲げ、とちぎ地域・自

治研究所が誕生して早くも 16年になります。

この間、住民の暮らしと地方自治をめぐっ

ては、平成の大合併や東日本大震災、人口

減少と少子高齢化の急速な進行、貧困と格

差の拡大などの困難に直面しつつも、それ

を乗り越える地域からの取組みが積み上げ

られてきました。 

 こうしたなかで、今年の３月に町村議会

の機能や体制の簡素化・限定化を求める

「町村議会のあり方に関する研究会報告」

が出されたのに続いて、４月と７月には地

方自治制度を根本からリセットする「自治

体戦略 2040構想研究会報告（1次・2次）」

が取りまとめられました。そして、この報

告を受けて首相の諮問機関である第３２次

地方制度調査会が開催され、安倍首相の号

令のもと報告書の具体化に向けた検討が開

始されました。 

 「自治体戦略 2040」には実に驚くべき内

容が記載されています。先ず異常ともいえ

る危機認識として、全国の自治体は、少子

高齢化、非正規雇用、都市のスポンジ化、

インフラの老朽化によって、団塊ジュニア

が後期高齢者に移行する 2040年に重大な危

機に陥るとして、危機を回避するには現状

の改善ではなく自治体のリセットが必要で

あることが主張されています。一方的に

「自治体消滅」を煽った増田レポートの集

大成といっても良いでしょう。 

 具体的には、中央政府の政策（アプリケ

ーション）が実行可能となるように自治体

の基盤構造（ＯＳ）を書き換えること、20

万人以上の中枢・中核都市を核にした「連

携中枢都市圏」の形成（第３の自治体化）
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と都道府県による市町村の補完により「市

町村のフルセット主義」から決別し、都道

府県・市町村という２層制の自治制度を柔

軟化すること、半分の職員定数によるスマ

ート自治体を実現すること、縮小する行政

の機能と役割を補い代替させるための

「公・共・私のベストミックス」を実現す

ること、などが示されています。 

 このように見て来ると、戦争や大災害を

機に平常時には到底実行できない社会・経

済の構造改革をトップダウンで強行するシ

ョック・ドクトリン（惨事便乗型資本主義）

に通じるものがあります。東日本大震災に

おいても被災地の復興とは無関係なさまざ

まな事業が「創造的復興」の名のもとに推

進されましたが、今回は自治体や地方自治

を根底から組み替えようとするものです。

今後、地方制度調査会の議を経て具体化の

方針や施策が明らかになるにつれ、県内に

おいてもその具体的な対応が迫られること

になります。 

 「自治体消滅」といいながら、中央省庁

の地方移転などを見ても掛け声倒れの感が

強い地方創生事業ですが、地域ごとに住民

主体や行政との協働による着実な取組みが

行われ成果も生まれています。ショック・

ドクトリンによる上からの自治体リセット

に抗して、住民自治による各種の取組みを

前進させていきましょう。そのためにとち

ぎ地域・自治研究所は、住民のための開か

れたシンクタンクとして、「憲法を守り暮ら

しに生かす住民自治によるまちづくり」の

前進に少しでも役に立つよう取組みを強め

てまいります。 
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 昨年の１０月末まで３７年間国会で主に

政策秘書として働いていまして、中心的には

農林水産関係の委員会対応をしておりました。

退職してからはフリーライターという形でや

っています。「食べもの通信」の編集顧問と

いうことで編集の仕事にも関わっています。 

 今日はいただいた演題が「ＴＰＰ・ＦＴ

Ａ、自由貿易協定でどうなる日本の食と農

業」ということですが、いきなりＴＰＰの

話をしてもいいのですが、やはり今日本の

食料自給率３８％という問題を身近に感じ

ていただかないと、仮にＴＰＰの話をして

もピンとこない文字面の世界になってしま

うので、まず私たちが今どれだけ輸入食糧

に依存しているかということについて振り

返ってみたいと思います。 
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（１）食料自給率３８％日本の輸入食料依存度の実態（２０１６年） 

 これからお話しする中身は２０１６年の

データに基づくものです。これが最新のデ

ータですが、ジェトロの「アグロトレー

ド・ハンドブック」というものです。私は

これをいつも使っていまして、食料自給率

の問題とか輸入食品の問題について何冊か

本を書きました。出典は全てこのアグロト

レード・ハンドブックでした。結構値段が

高くて１冊５９４０円するんです。実はこ

れが販売が中止になりまして、今は年間５

万円という会費を払って会員にならないと

手に入らないんです。ジェトロというのは

独立行政法人で国からもお金を貰っている

んですが、こういう形で研究者に対する情

報提供ができなくなるというのは甚だ問題

だろうと思っています。 

 食料自給率３８％というと、これはカロ

リーベースの話ですが，カロリーベースと

いうだけではなくて実態的にもかなり酷い

状態になっているのです。 

● 小麦製品（パン、麺、菓子、味噌、醤油など）  

 パン、麺、菓子、味噌、醤油などの小麦

製品の需要量の９割を輸入小麦に依存して

いるわけです。麺はオーストラリア産の日

本の製麺関係に向いている小麦を使ってい

ますし、パスタ関係はカナダ産です。アメ

リカから入ってくる小麦は、小麦粉になっ

たりパンにも使われます。輸入量は５４４

万トンです。日本の小麦の自給率は１１.

９％で、ほとんどこういった製品には使わ

れていません。北海道で若干製麺向きの小

麦の開発が進んでいますが、これもほんの

一握りの状態で北海道で若干使われている

だけで本州には入ってきていません。ラー

メンの小麦は輸入小麦です。今ネギが中国

から大量に入ってきていまして、ラーメン

に乗っているネギ、麺も輸入品、あとチャ

ーシュウが安い輸入豚肉を使うとラーメン

はほとんど１００％輸入品を食べているよ

うなものになっています。宇都宮のギョー

ザも皮は小麦ですから輸入品で作られてい

るわけです。 

● トウモロコシ  

 トウモロコシも１５３４万トンという膨

大な量が日本に輸入されています。そのう

ち飼料用が１０５１万トンです。これが飼

料自給率を引き下げる最大の要因であるわ

けですが、飼料自給率は２７％まで落ちて

います。飼料用以外のトウモロコシも使わ

れていますが、それは後ほどまたお話をし

ていきたいと思います。飼料用トウモロコ

シが使われるということは、当然それを餌

にしている豚とか鳥などカロリーベースで

いうと輸入に依存しているということにな

りますので、これを引き上げないことには

日本の食料自給率は上がらないという関係

でもあるわけです。         
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● オレンジ、生鮮ぶどう 

 オレンジの輸入量は１０万トンで、うち

米国から６万トン入っています。私は３７

年間国会にいた関係で輸入の自由化を全部

つぶさにこの目で見てきました。１９８８

年に牛肉・オレンジの自由化がありました。

この時は私も全国調査をしました。岩手で

首を吊った畜産農家がいました。その畜産

農家の家まで行って、紐をぶら下げた鴨居

を見てきました。非常に篤農家で真面目な

方だったんですが、将来を悔やんでお亡く

なりになったんです。その当時はオレンジ

の輸入ゼロだったわけですけれども、今や

自由化されてからは既に１０万トンも日本

に入ってきています。 

 それから、生鮮ぶどうが急増しています。

ぶどうが輸入されというのは私も想像して

いなかったんですが、今スーパーにも相当

出回っています。これはオーストラリア産

のぶどうです。これが２０１４年は１万９

千トンだったものが２０１６年には３万３

千トンになっています。 

● 落花生 

 日本の落花生生産２０１２年１万７３０

０トン→２０１６年１万５５００トン 

 落花生ですが、私は千葉に住んでいます

ので落花生の生産者ともお付き合いがあり

ますし、彼らの大変さもよく分かっていま

す。落花生への輸入量は７万８千トンです。

これはほとんどが中国から入ってきていま

す。そして輸入量もすう勢的に増加してい

る状態になっています。日本の落花生生産

は、２０１２年は１万７３００トンだった

んですが、２０１６年には１万５５００ト

ンということで生産量も落ちています。要

するに輸入量が増えて生産量が落ちてくる

という状態に今なっています。 

 

● 果汁 

 次は果汁です。果汁も非常に大変なんで

すが、これも牛肉・オレンジの自由化の時

に大問題になったわけです。ミカンという

のは表作と裏作があります。沢山採れる時

と全然採れなくなる時です。これがミカン

生産のネックです。表作で豊作の時は当然

価格が暴落します。裏作になった場合は価

格が上がっていくということで、これが生

産農家を非常に悩ますわけです。その調整

弁としてあるのが果汁なんです。要するに、

表作で大量にミカンが採れた時は、それを

果汁にまわして国内の出回り量を安定させ

るという役割を果たしているわけです。そ

れが今や２６万７千トンも輸入果汁が入っ

てきています。１９８８年の時にはゼロだ

ったんです。今国産果汁の生産量は２万３

千トンという状態に落ち込んでいます。温

州ミカンの果汁は２０１１年が８６９４ト

ンだったのですが２０１５年には４７３６

トンと半減の状態です。私はミカン産地を

調査でよく回ったのですが、昔はミカンと

いうのは急傾斜地で栽培していました。要

するに日当たりが良いわけです。しかし、

急傾斜地での栽培というのは労働力的にも

大変なんです。１９８８年の牛肉・オレン

ジの自由化で、ミカン産地は価格競争力を

付けるというのでハウスミカンを大量に作

り始めました。ですから和歌山の産地に行

きますと急傾斜地のミカン畑が荒廃して、

下の方はハウスが沢山並んでいるという状

態になっています。１９８８年以降、そう

いう形になったのですが、今はハウスが駄

目になってきています。山地の斜面が荒廃

状態になって、ハウスも荒廃しているとい

うことで、ミカン産地は今大変な状態です。

これが輸入自由化の結果ということです。 
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● 生鮮および冷蔵野菜 

 次に、生鮮および冷蔵野菜の輸入量です

が、これはいま輸入量が８０万トンです。

そのうちの６１％が中国産です。ばれいし

ょに限ってみると輸入量２万８千トンは１

００％アイダホポテトで米国から輸入して

います。玉ねぎの輸入量は２７万９千トン

で、８８％が中国産です。今や国内流通の

２０％が輸入玉ねぎです。中国産の玉ねぎ

のことを「剥き玉」と言います。どういう

ことかというと、茶色の皮を剥がした状態

で日本に輸入するんです。そのまま外食産

業のところに持ってくると、一気にスライ

スしたりして使えるという非常に使い勝手

が良い状態で輸入されてくるんです。です

から中国産の玉ねぎを「剥き玉」と普通称

しています。スーパーマーケットなどに行

くと、中国産玉ねぎなどは一切見掛けませ

ん。中国産玉ねぎは全て業務用、外食産業

用に使われています。ですからハンバーグ

などを食べた場合は中にある玉ねぎは中国

産の玉ねぎと思って間違いありません。ハ

ンバーグでいえば肉はオーストラリア産、

玉ねぎは中国産ということになります。 

 にんにくの輸入量は２万トンで、９３％

が中国産です。国産にんにくは１万４３０

０トンです。値段が全然違うんです。国産

ニンニクは一塊３５０円とかとんでもない

価格で販売されていますが、中国産は圧倒

的に安いということで、これも業務用が中

心ですが、スーパーマーケットにも陳列さ

れています。 

 ネギは、５万５千トンも入っていまして、

９９％が中国産です。中国のネギ輸出の９

割が日本向けなんです。ですから日本をタ

ーゲットにしてネギが生産されて、日本に

輸出されているということなんです。これ

もスーパーには中国産ネギというのは一切

見掛けません。全て業務用です。先程言い

ましたように業務用ですから、外食産業で

いえば、例えばラーメンとかうどんなどに

使われています。ですからうどんはオース

トラリア産の小麦粉と中国産のネギを使っ

て、水以外はほとんど輸入品という状態です。 

 ブロッコリーは輸入量が２万６千トンで

９０％が米国産です。皆さん外食産業で食

事をされる時、サラダバーっていうのがあ

りますよね。一時、野菜が高騰した時があ

りましたが、その時は皆さん野菜を買わな

いでサラダバーで食べようということでサ

ラダバーに吸い寄せられたような状態にな

りました。あのサラダバーは国産の野菜を

本当に使っているのかという感じです。こ

れだけ輸入野菜が入ってきている時に価格

の問題が一番重要です。安くないと外食産

業は儲からないわけです。外食産業という

のはどういう材料を使っているかという表

示義務がないんです。メニューにも載りま

せん。そうするとサラダバーに使っている

野菜は輸入品である可能性が非常に高いわ

けです。ブロッコリーもありますけれども，

これは米国産が使われているでしょう。 

 人参・かぶ、これも相当入っています。

輸入量は９万２千トンです。９１％が中国

産です。それで人参が一体何に使われてい

るかというと、これも外食産業向けなんで

す。中国産の人参はスーパーには並んでい

ません。外食産業のカレーとか和食の煮し

め、或いは人参サラダ、人参ジュースとか

に使われている可能性があります。 

 私が驚いたのはごぼうです。ごぼうの輸

入量が４万９千トン、９７％が中国産です。

ごぼうというのは食べるのは日本人だけな

んです。世界的に見てごぼうを食べる人達

はいないんです。そうするとこの４万９千

トンは全て日本向けに生産されるわけです。
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輸入比率は３５％です。一体何に使われて

いるかというと、和食には当然使いますけ

れども、例えばかき揚げ、立ち食いそばの

かき揚げなんかに使われている可能性があ

ります。そうするとそば粉もほとんど輸入

ですから、ネギ、人参も輸入で、そばを食

べているというのはほとんど輸入品を食べ

ているということになります。 

 ジャンボピーマンはスーパーにもほとん

ど陳列されていますが，４万トン輸入され

ていまして、７４％が韓国産です。韓国に

視察に行ったことがありますが、韓国のジ

ャンボピーマンの生産というのは凄いです。

オランダから輸入した巨大なハウスで生産

しています。これがほとんど全て日本向け

です。ですから韓国でジャンボピーマンを

作っている方は日本向けの生産をしている

わけです。日本がターゲット化されている

わけです。 

● 冷凍野菜 

 冷凍野菜の輸入量は９４万トンもありま

すが、うち中国と米国で７５.５％を占め

ています。冷凍ほうれん草４万トン、たけ

のこ調製品 7 万トンのほとんどが中国産で

す。台湾の冷凍枝豆 3 万トンはすべて日本

向けです。居酒屋で出される枝豆は台湾産

といって間違いありません。生鮮野菜と冷

蔵野菜が８０万トンありますので、野菜の

輸入量は合わせて１７４万トンになります。

これは日本の野菜生産量の１４．５％を占

めています。ＴＴＰ１１で野菜の関税はゼロ

になります。そうするとこれが相当効いてく

る。さらに拍車が掛かるだろうと思われます。 

● 牛肉 

 牛肉の輸入量は２０１２年５０万５千ト

ンであったのが、２０１６年には５２万５

千トンになっています。牛肉・オレンジの

自由化の時、１９８８年の前までは牛肉の

輸入量はゼロだったんです。牛肉は全部国

産だったんです。それが今や５２万５千ト

ンも日本に入ってきているんです。スーパ

ーに行くと、牛肉というとほとんどが輸入

牛肉です。和牛は本当に片隅で価格の高い

状態で販売されていて、おそらく誰も買わ

ないだろうという感じです。そういう状態

になっている中で、日本の牛肉の生産量は

２０１２年に３５万９千トンだったのが、

２０１６年には３２万４千トンで１割も減

っています。牛肉の生産というのは今大変

な状態になっています。元々和牛の生産と

いうのは大規模経営の形態ではないんです。

一軒の農家が２頭、３頭飼っているという

形態がほとんどです。そういう中で生産者

が高齢化し、なおかつ輸入自由化でどんど

ん外国から入ってくるということで、展望

を失って離農しているというのが現状です。

ますます日本の和牛生産は消滅の方向にど

んどん進んでいくのではないかというふう

に思われます。これも本当に深刻です。 

● 豚肉 

豚肉の輸入量は２０１２年１０８万５千

トンだったのが、２０１６年には１２５万

２千トン、１１５.４％と伸び率が非常に

高くなっています。それに対して国内の豚

肉の生産量は２０１２年１２９万５千トン

が２０１６年には１２７万７千トン、９８．

６％と微減しています。この傾向は増々続

くだろうというふうに思われます。私も千

葉に住んでいて豚肉の生産農家の視察もし

ました。今の豚肉生産というのは大規模経

営がほとんどで、餌の確保や大量のふん尿

の処理なんかが大変です。そういう中で価

格が下落すると経営に直撃するわけです。

ですから今や豚肉生産者はそれを乗り切る

ために飼養頭数を増やしていくという方向、

自分で自分の首を絞めるような感じの生産
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に追い込まれているというのが現状です。

このままの豚肉生産体系が守れるかどうか

というのは本当に大変な状態にあるという

ふうに思います。 

● 植物性油脂原料 

 植物性油脂原料の輸入量は１６１万トン

で、これに対して国産原料は６万トンです。

そのほとんどが米ぬか油です。輸入依存度

は９６％になります。肉を揚げたり焼いたり

するための油、或いは野菜炒めにするための

油は全部輸入品です。この植物性油脂の問題

についていうと安全性の問題が多々あります。 

● 砂糖 

 砂糖は自由化で抉じ開けられたんですが、

総需要量１９７万トン（精糖トン）に対し

輸入量１１５万トン（同）で輸入依存度が

５８．４％です。 

● でんぷん 

 でんぷんは、日本の生産量は２５３万２

千トンです。そのうちほとんどがコンスタ

ーチで、輸入トウモロコシで製造されます。

でんぷんのほとんどは輸入トウモロコシで

作られたコンスターチなんです。これが２

２９万５千トンで、輸入依存度が９０％で

す。でんぷんもほとんど輸入に依存してい

るということです。デンプンで作られるも

のは水あめ、ブドウ糖、異性化糖などです。

どういったものに使われているかというと、

例えば清涼飲料水には異性化糖が入ってい

ます。異性化糖というのは人工甘味料では

なくて天然甘味料という扱いです。ですか

ら清涼飲料水を飲むと水以外は輸入品だと

見て間違ないわけです。 

  

こういうふうに見てくると私たちの身の

回りの食品は輸入品だらけの状態になって

いるというふうにいって間違いないんだろ

うと思います。そういった中で日本農業が

今後どうなっていくかということが非常に

問題になるわけです。 

 

（２）激流の食と農をめぐる情勢 

 私たちの食と農をめぐる情勢という点で

いうと、キーワードとしていろいろありま

す。食料自給率３８％というのが一つの大

きなキーワードです。それからＴＰＰ１１、

これは後程改めてお話しします。日欧経済

連携協定の問題、また米の生産調整の廃止

問題、これも大変な問題です。あと１０ア

ール当たり７５００円の直接支払交付金の

廃止、種子法の廃止ですね。これも国会で

いま大論議になっています。それから今国

会で議論されていますが、卸売市場法の改

悪問題。これらのキーワードが今食と農を

めぐる情勢の中で複雑に絡み合って私たち

の周りで展開しています。 

 これらのキーワードは全てリンクしてい

ます。元締めはＴＰＰです。ＴＰＰがあっ

て、その対応策として打ち出されているの

が今申しあげた米の生産調整の廃止や直接

支払い交付金の廃止であり、種子法の廃止

も穀物種子への多国籍企業の参入が狙いで

あり、その結果が食糧自給率３８％なんだ

というふうになるわけです。 

 米の生産調整の廃止と直接支払い交付金

の廃止で、今や米の生産現場は正念場にな

っています。米の生産調整下のもとでも米

の価格の乱高下があったわけですが、それ

が無くなるわけですから今後米の価格が一

体どう展開されるのかということを、本当

に皆さん心配しているわけです。現状でも、

加工用米とか外食向けの米が不足していま

す。日本農業新聞の調査では２０１８年産

のコメの需給が一体どうなるのかという見
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通しの中で、緩むのではないかという見方

をするのが３割もあるという一方、加工用

米とか外食向けの米が不足している中で輸

入米が今５年ぶりの高値になっています。

そのことでＴＴＰで米の輸入を増やそうと

している政府の思惑通りの展開に今なって

いるんだろうと思います。 

 これは先日の日本経済新聞ですが、西友

は４キログラム１１８０円のオーストラリ

ア産の「ウララカ」という米を店頭に並べ

て、関東を中心に実に１４４店舗で販売攻

勢をかけるということが報道されていまし

た。この見出しがまたショックでして「外

国産米、開国を迫る」というものでした。

まさに安倍内閣の思惑通りの展開に今なっ

てきているというわけです。 

 １０アール当たり７５００円の直接支払

い交付金が無くなるわけですが、これで米

の生産農家の所得は確実に減少するわけで

す。先程の日本農業新聞の調査にも米の直

接支払い交付金の廃止が経営に「大きくマ

イナス」或いは「マイナス」が合わせて８

９％を占めています。特に１００ヘクター

ルを超える大規模経営で危機感が強いとさ

れているわけです。１０アール７５００円

ですから１ｈａで７万５０００円、１００

ヘクタールになると７５０万円の減収にな

るわけです。これは経営撤退の状況です。

この関係でいうと、一体なぜこの直接支払

い交付金を廃止するのか私も疑問に思いま

して、農林水産省のホームページを探って

みました。そうすると直接支払い交付金の

廃止の理由というのが書いてありました。

平成２２年度から導入された米の直接支払い

交付金は農業者の手取りになったことは間違

いありませんが、①高い関税により守られて

いる米に交付金を交付することについて他産

業の従事者や他作物を生産する農業者に納得

していただくことが困難なこと。誰もそん

なことを言っていないと思います。②交付

金を受け取ることで安定的な販路を切り開い

て経営を発展させる道を閉ざしてしまってい

ること。これも余計なお世話です。③農業

者の高齢化により進みつつある農地の流動化

のペースを遅らせる面があること。等の問題

がありました。これが交付金を廃止する理

由なんです。全く理由になっていないわけ

です。暴政としかいいようがありません。

露骨な農業つぶしとしか言いようがないわ

けです。現に今米の生産に携わっている方

はこれに苦しめられて、一体どうしていっ

たらいいのかということで悩み苦しんでい

るわけです。 

 こういう農政が行われていることが大変

問題であり、消費者もこういう実態をよく

理解する必要があると思います。 

 種子法の廃止もいま大問題になっていま

す。４月１９日に６野党で種子法復活法案

を衆議院に提出しまして、これが今国会で

審議されています。それだけではなくて、

種子法の廃止によって打撃を受ける都道府

県も反撃に出ています。今、４つの道県で

すが、埼玉県、兵庫県、新潟県で既に条例

制定がされていて、北海道は来年になる予

定です。また１７県ではこれまでの供給体

制を維持するとしています。こういった形

で、いわゆる種子法が廃止されることによ

って米の種子生産が非常に困難になりかね

ないということで、これを都道府県段階で

支えようということで今大きな取り組みが

広がってきているというふうにいえます。 
 

（本稿は、当日の講演録を基に事務局が編集
した原稿に講演者が修正を加えて作成したも
のです。文責は事務局にあります。）

 


